
2025年1月8日
業務名称：2025-2026年度JICA海外協力隊グローカルプログラム支援業務　　　　  

　（公告日：2024年12月6日　調達管理番号：24a00878）について、入札説明書に関する質問と回答は以下のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　独立行政法人国際協力機構
　　　　　　　　　　　　　　　国際協力調達部次長（契約担当）

通番 該当頁 項目 質問 回答
1 P9 4．業務の内容　(２)委託

業務の具体的内容　＜派遣
中・帰国後の対象者のモニ
タリング＞

モニタリング調査やアンケートの頻度はどのくらいを想定していますか モニタリング調査とアンケートをあわせて年4～5回を想定しています

2 P9 4．業務の内容　(２)委託
業務の具体的内容　＜派遣
中・帰国後の対象者のモニ
タリング＞

帰国後表敬の支援とありますが、同行(出張)の必要はありますか 基本的には同行の必要はありません。但し、派遣前グローカルプログラムを同地で実施中
の場合等は同行頂く可能性があります。

3 P9 4．業務の内容　(２)委託
業務の具体的内容　<経費
の支払い>④帰国後型プロ
グラム

参加者への支払業務のみで、ほかの業務は想定されていないで良いですか 現時点では想定していませんが支払い業務と関連した連絡・調整は含まれます。

4 P10 6.成果品　成果品の業務実
施報告書の提出時期につい
て

対象期間の各隊次グローカルプログラム実施最終月末が提出期限となっていますが、各報
告書に実施アンケート等を添付することになっているため、提出期日までには間に合わな
い可能性が高いと考えます。提出時期を延長することは可能ですか。

事後ヒアリング及びアンケート調査によるプログラムの効果測定については、同隊次プロ
グラム期間終了後1カ月以内の提出を想定する形で業務仕様書に記載するように検討しま
す。

5 P10 7.経費支払方法 (１)支払
方法

経費精算の提出日が報告書提出後30日以内に提出すると記載がありますが、その時点で精
算が終了しているもののみを記載するという理解で良いですか

経費精算報告書提出時点で精算が終了しているものについてはすべて記載ください。原則
的に、各業務実施報告書の対象期間における対象隊次に係る全ての精算が含まれることを
想定しています。

6 P10,P11 7.経費支払方法　(２)経費
の確定基準　地域数と地域
区分に応じた出来高報酬

1月～3月の実習生数が少ない時期について、地域A～Dのどの地域を優先しますか。特に、
一桁になった場合は、どの地域を優先しますか。

実習生数の少ない時期において、特に優先地域は定めません

7 P11 7.経費支払方法　(２)経費
の確定基準

プログラム期間中に事業支援要員（出来高分）の人員で対応がしきれない地域支援やトラ
ブル対応など４(２)記載の業務を行うと記載がありますが、総括、副総括、事業支援要員
等が現地に赴く場合は、かかる経費を請求できますか。

直接経費費目の調査経費にて請求可能です。

8 P11 7.経費支払方法　(２)経費
の確定基準

地域A～Dの想定人日がプログラム期間中が対象としていますが、事前事後の準備業務期間
については対象外となりますか。

報酬のうち「単価による出来高分」についてはご理解のとおり、事前事後の準備期間を想
定していません。

9 P11 7.経費支払方法　(２)経費
の確定基準　②管理費

振込手数料を管理費の中に含まれていますが、直接経費精算とすることは可能ですか。 管理費に含めて積算をお願い致します。

10 P117.経費支払方法　(２)経費の確定基準　④直接経費（出来高払分）参加者一人当たり18,000円とあるのは、隊次毎でよろしいですか 18,000円は参加者一人当たりの金額です。

11 P11 7.経費支払方法　(２)経費
の確定基準　④直接経費
（出来高払分）

参加者の域内交通費は日当に含まれるため、18,000円には含まれないと記載があります
が、域内交通費とは何を指しますか

実習地域内での交通費を指します

12 P12 9.業務量目途及び業務従事
者の構成 (１)想定業務量

想定業務量は、契約期間全体の分量という理解でよろしいですか P13の想定業務量に不備がありました。
総括：144.00人日（7.2人月）
副総括：480.00人日（24.00人月）
事業支援要員（確定払）：960.00人日（48.00人月）
参考見積段階として上記が契約期間全体の分量になるのでこちらの分量で参考見積提出検
討ください。

13 P20 入札用積算フォーマット 表の1.総括表に2025年度(8カ月)、2027年度(4カ月)と記載がありますが、2025年度(10カ
月)、2027年度(2カ月)でよいですか

2025年度は5月～12月までの8カ月分、2026年度1月～12月までの12カ月分、2027年度は1月
～4月の4カ月分となります。なお、通常の会計年度との混同を避けるために、公告時には
「年度」の代わりに「年」という表記とすることも検討します。


